
議案第3 9号

三朝町職員の勤務時間､休暇等に関する条例の一部改正について

次のとおり三朝町職員の勤務時間､休暇等に関する条例の一部を改正するこ

とについて､地方自治法(昭和22年法律第6 7号)第96条第1項の規定に

より､本議会の議決を求める｡

平成17年3月11日

三朝町長　　　吉　田　秀　光

平成1 7年3月25E3億寮可決

三的試食鼠長恩薄　手

三朝町条例第　　号

三朝町職員の勤務時間､休暇等に関する条例の一部を改正する条例

第1条　三朝町職員の勤務時間､休暇等に関する条例(平成7年三朝町条例第

1 4号)の∵部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分(以下｢改正部分｣という｡)に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分(以下｢改正後部分｣とい

う｡)が存在する場合には､当該改正部分を当該改正後部分に改める｡

改　　正　　後 改　　正　　前

第1条　略

( 1週間の勤務時間)

第2条　略
2　地方公務員法第28条の5第1

項に規定する短時間勤務の職を占
める職員(以下｢短時間勤務職員｣

というo)の勤務時間は､前項の規

定にかかわらず､休憩時間を除き､
4週間を超えない期間につき1週

間当たり16時間から32時間ま
での範囲で､任命権者が定める｡

3　略

第1条　略

( 1週間の勤務時間)

第2条　略
2　地方公務員法第28条の5第1

項に規定する短時間勤務の職を占
める職員(以下｢再任用短時間勤

萎遡星｣という｡)の勤務時間は､
前項の規定にかかわらず､休憩時
間を除き､ 4週間を超えない期間

につき1週間当たり16時間から

3 2時間までの範囲で､任命権者

が定める｡

3　略



(週休日及び勤務時間の割振り)

第3条　日曜日及び土曜日は､週休日

(勤務時間を割り振らない日をい
う｡以下同じ｡)とする｡ただし､任

命権者は､短時間勤務職員について
は､これらの日に加えて､月曜日か

ら金曜日までの5日間において週休

日を設けることができるi

2　任命権者は､月曜日から金曜日ま

での5日間において､ 1日につき8

時間の勤務時間を割り振るものとす
る｡ただし､短時間勤務職員につい
ては､ 1週間ごとの期間について､

1日につき8時間を超えない範囲内

で勤務時間を割り振るものとする｡

第4条.略
2　任命権者は､前項の規定により週

休日及び勤務時間の割振りを定める

場合には､別に定めるところにより､
4週間ごとの期間につき8日(塾壁

間勤務職員にあっては､ 8日以上)
の週休日を設けなければならない｡

ただし､職務の特殊性又は当該公署
の特殊の必要により､ 4週間ごとの

期間につき8日(短時間勤務職員に
あっては､ 8日以上)の週休日を設

けることが困難である職員につい
て､別に定めるところにより､ 4週

間を超えない期間につき1週間当た
り1日以上の割合で週休日を設ける

場合には､この限りでない｡

第5条～第11条　略

(年次有給休暇)

第12条　年次有給休暇は､ 1の年ご

とにおける休暇とし､その日数は､

1の年において､次の各号に掲げる

職員の区分に応じて､当該各号に掲

(週休日及び勤務時間の割振り)

第3条　日曜日及び土曜日は､週休日

(勤務時間を割り振らない日をい
う｡以下同じ｡)とする｡ただし､任

命権者は､再任用短時間勤務職員に
ついては∴これらの日に加えて､月

曜日から金曜日までの5日間におい
て週休日を設けることができる｡

2　任命権者は､月曜日から金曜日ま

での5日間において､ 1日につき8

時間の勤務時間を割り振るものとす
る｡ただし､再任用短時間勤務職員
については､ 1週間ごとの期間につ

いて､ 1日につき8時間を超えない

範囲内で勤務時間を割り振るものと
する｡

第4粂　略
2　任命権者は､前項の規定により週

休日及び勤務時間の割振りを定める

場合には､別に定めるところにより､
4週間ごとの期間につき8日(亘任

用短時間勤務職員にあっては､ 8日

以上)の週休日を設けなければなら
ない｡ただし､職務の特殊性又は当

該公署の特殊の必要により､ 4週間
ごとの期間につき8日(再任用短時

間勤務職員にあっては､ 8日以上)
の週休日を設けることが困難である

職員について､別に定めるところに
より､ 4週間を超えない期間につき

1週間当たり1日以上の割合で週休

日を設ける場合には､この限りでな
い｡

第5条～第11条　略

(年次有給休暇)

第12条　年次有給休暇は､ 1の年ご

とにおける休暇とし､その日数は､

1の年において､次の各号に掲げる

職員の区分に応じて､当該各号に掲



げる日数とする｡

(1)次号及び第3号に掲げる職員

以外の職員　20日(短時間勤務

重畳にあっては､その者の勤務時
間等を考慮し20日を超えない
範囲内で別に定める日数)

(2)及び(3)略

2及び3　略

第13条～第17条　略

(非常勤職員の勤務時間､休暇等)

第1 8条　非常勤職員(短時間勤務職

員を除く｡)の勤務時間､休日及び休
暇については､第2条から前条まで
の規定にかかわらず､その職務の性

質等を考慮して､別に定める基準に
従い､任命権者が定める｡

第19条　略

げる日数とする｡

(1)次号及び第3号に掲げる職員
以外の職員　20日(再任用短時

間勤務職員にあっては､その者の

勤務時間等を考慮し20日を超
えない範囲内で別に定める日数)

(2)及び(3)略

2及び3　略

第13条～第17条　略

(非常勤職員の勤務時間､休暇等)

第1 8条　非常勤職員(再任用短時間

塾塗重畳を除くo)の勤務時間､休日
及び休暇については､第2条から前

条までの規定にかかわらず､その職
務の性質等を考慮して､別に定める
基準に従い､任命権者が定める｡

第19条　略

第2条　三朝町職員の勤務時間､休暇等に関する条例の一部を次のように改正

する｡

次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項(以下｢移

動条項｣という｡)に対応する同表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引

かれた条及び項(以下｢移動後条項｣という｡)が存在する場合には､当該移

動条項を当該移動後条項とし､移動後条項に対応する移動条項が存在しない

場合には､当該移動後条項(以下｢追加条項｣という｡)を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分(条及び項の表示を除く｡以下
｢改正部分｣という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分(条

及び項の表示並びに追加条項を除く｡以下｢改正後部分｣という｡)が存在す

る場合には､当該改正部分を当該改正後部分に改め､改正部分に対応する改

正後部分が存在しない場合には､当該改正部分を削り､改正後部分に対応す

る改正部分が存在しない場合には､当該改正後部分を加える｡

改正後 弌ﾉ�9���

第■1条～第8条略 (育児又は介護を行う職員の早出遅出 塾塞L ��c������c���z｢�



第8条の2　任命権者は､小学校就学
の始期に達するまでの子のある職員

｣職員の配偶者で当該子の親である
ものが､常態として当該子を養育す
ることができるものとして別に定め

る者に該当する場合における当該職

員を除く｡次条第2項において同

_じ｡)が､別に定めるところにより､

当該子を養育するために請求した場

合には､公務の運営に支障がある場
合を除き､別に定めるところにより､

当該職員に当該請求に係る早出遅出

勤務(始業及び就業の時刻を､職員
が育児又は介護を行うためのものと
してあらかじめ定められた特定の時

刻とする勤務時間の割振りによる勤
務をいう｡第3項において同じ｡)を

させるものとする｡

旦　前項の規定は､第15条第1項に
規定する日常生活を営むのに支障が
ある者を介護する職員について準用

する｡この場合において､前項中｢小

学校就学の始期に達するまでの子の

ある職員(職員の配偶者で当該子の
親であるものが､常態として当該子
を養育することができるものとして

別に定める者に該当する場合におけ
る当該職員を除く｡次粂第2項にお
いて同じ｡)が､別に定めるところに

より､当該子を養育｣とあるのは｢第

1___5条第1項に規定する日常生活を_

営むのに支障がある者(以下｢要介
護者｣という｡)のある職員が､別に

定めるところにより､当謬要介筆者
を介護｣と読み替えるものとする｡

旦　前2項に規定するもののほか､早
出遅出勤務に関する手続その他の早

出遅出勤務に関し必要な事項は､別
に定める｡

(育児又は介護を行う職員の深夜勤務

及び時間外勤務の制限)
(育児又は介護を行う職員の深夜勤務

及び時間外勤務の制限)



第8条の3　略

2　任命権者は､小学校就学の始期に

達するまでの子のある職員が､別に
定めるところにより､当該子を養育

するために請求した場合には､当該
請求をした職員の業務を処理するた
めの措置を講ずることが著しく困難
である場合を除き､ 1月について24

時間､ 1年について150時間を超え

て､第8条第2項に規定する勤務(災

害その他避けることのできない事由
に基づく臨時の勤務を除く｡)をさせ

てはならない｡

3　前2項の規定は､第15条第1項

に規定する日常生活を営むのに支障

がある者を介護する職員について準

用する｡この場合において､第1項

中｢小学校就学の始期に達するまで
の子のある職員(職員の配偶者で当

該子の親であるものが､深夜(午後
10時から翌日の午前5時までの間

をいう｡以下この項において同じ｡)

において常態として当該子を養育す

ることができるものとして別に定め

る者に該当する場合における当該職

員を除く｡)が別に定めるところによ

り､当該子を養育｣とあるのは⊥墓
1 5条第1項に規定する日常生活を

営むのに支障がある者(以下｢要介

護者｣という｡)のある職員が､男旺

定めるところにより､当該要介護者
を介護｣と､ ｢深夜における｣とあるノ

のは｢深夜(午後10時から翌日の午

前5時までの間をいう｡)における｣

と､前項中｢小学校就学の始期に達

するまでの子のある職員が､別に定
めるところにより､当該子を養育｣

第8条の2　略

2　任命権者は､小学校就学の始期に

達するまでの子のある職員(職員の

配偶者で当該子の親であるものが､

常態として当該子を養育することが
できるものとして別に定める者に該

当する場合における当該職員を除
く｡以下この項において同じ｡)が､

別に定めるところにより､当該子を

養育するために請求した場合には､
当該請求をした職員の業務を処理す

るための措置を講ずることが著しく

困難である場合を除き､ 1月につい

て24時間､ 1年について150時間を

超えて､第8条第2項に規定する勤

務(災害その他避けることのできな
い事由に基づく臨時の勤務を除く｡)

をさせてはならない｡

3　前2項の規定は､第15条第1項

に規定する日常生活を営むのに支障

がある者(以下この項において｢要

介護者｣という｡)を介護する職員に
ついて準用する｡この場合において､

第1項中｢小学校就学の始期に達す
るまでの子のある職員(職員の配偶

者で当該子の親であるものが､深夜

(午後10時から翌日の午前5時まで
の間をいう｡以下この項において同

じ｡)において常態として当該子を養

育することができるものとして別に
定める者に該当する場合における当

該職員を除く｡)が別に定めるところ
により､当該子を養育｣とあるのは
｢要介護者のある職員が､別に定め

るところにより､当該要介護者を介

蓮｣と､ ｢深夜における｣とあるのは
｢深夜(午後10時から翌日の午前5

時までの間をいうo)における｣と､

前項中｢小学校就学の始期に達する
までの子のある職員(職員の配偶者
で当該子の親であるものが､常態と

して当該子を養育することができる



とあるのは｢要介護者のある職員が､

別に定めるところにより､当該要介

護者を介護｣と読み替えるものとす
る｡

4　略

第9条以下　略

ものとして別に定める者に該当する

場合における当該職員を除くム　以下
この項において同じ｡)が､別に定め

るところにより､当該子を養育｣と

あるのは｢要介護者のある職員が､

別に定めるところにより､当該要介

護者を介護｣と読み替えるものとす
る｡

4　略

第9条以下　略

附　則

この条例は､公布の日から施行する｡ただし､第2条の規定は､平成1 7年

4月1日から施行する｡


